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研究成果の概要（和文）：国内外におけるコモンズ研究の包括的文献サーベイと国内外でのフィ
ールドワークによる実証的研究を行った結果、ローカル・コモンズの領域を健全に保つには、
①外部主体と地域共同体が協働して資源管理を進める協治戦略に加え、②敵対的な外部主体に
対しては必要な抵抗をなしうる準備が必要であり、その両者を相互補完的に組み合わせていく
ことがローカル/コモンズの長期持続性にとっては重要であるとの結論が導かれた。 

 

研究成果の概要（英文）：Our project team conducted both theoretical surveys on the 

commons and field studies in Japan as well as foreign countries. As a result, it concluded 

that it is fundamentally important for well-organized community with rich natural 

resource to adopt the two strategies; 1) collaborative governance, 2) resistant approach to 

external impact. Collaborative governance is defined by Makoto Inoue that long-enduring 

resource management system should be built up through cooperation and collaboration 
with such outside actors as NPOs, municipalities and so on. Conversely the resistant 
approach conceptualized by Gaku Mitsumata and Haruo Saito is the response to 
hostile external actors that impose only a negative impact on the commons.   

Clarification of the design principles for complementary environmental resource policies 

integrated with 1) collaborative governance and 2) resistant approach remains as a matter 

to be discussed further.  
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１． 研究開始当初の背景 

エリノア・オストロムのノーベル経済学賞
受賞（2009 年）が、よく物語っているよう

に、北米や欧州ではすでにコモンズ研究の興
隆は目覚ましいものがあった。 

一方、日本においても、多分野においてコ
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モンズ研究が展開していたが、いずれも①既
存の学問分野内での議論にとどまる傾向に
あり、かつ、②海外のコモンズ研究の成果と
の接点を探る試みを欠く傾向にあった。また、
実践的な視点からいえば、日本の入会林野や
漁業協同組合などの制度的枠組みを強く規
定する法学諸領域と連携した議論の欠如が
見られた。 

 

２．研究の目的 

グローバル時代における地域主導の環境
ガバナンスのための条件を提示することを
目的とした。より具体的には、1．グローバ
ル時代におけるローカル・コモンズに存在す
る多様な意義及び課題の検討、2. 自治的な
資源管理・保全の実践例から得た知見を実際
の環境政策や現場に（特に日本）役立てうる
方法論と課題の検討の二点である。 

 

３．研究の方法 

 （1）国内外におけるコモンズ研究の包括
的サーベイを行うとともに、（2）国内外での
フィールドワーク調査を通じコモンズに関
する学術的知見を蓄積することとした。（1）
については、これまでオストロムを中心とす
る北米におけるコモンズ研究との接点を図
るべく国際シンポジウムやセミナーを開催
し、その結果の公表に努めた。（2）に関して
は、とりわけコモンズ研究の議論上十分には
扱われてこなかった「先進諸国」におけるオ
ープンスペース、パブリックフットパス、万
人権などの「開放型コモンズ」を事例研究と
して取り込んだ。他方、国内のコモンズ研究
の課題となってきた法学領域（とりわけ法社
会学）との共同的研究の体制を強めつつ研究
を進展させた。 

 

４．研究成果 
本研究の成果は次の 6 点にまとめうる。 

（１）入会を含めコモンズ（各小地域）は、
歴史的に、資源保全・地域自治の運営主体と
して、各地域社会に適した形で機能してきた
制度であり、現在も時代の変化に対応しなが
ら、その形態や内部の仕組みを変容させなが
ら数多く存続している。 

（2）しかし、グローバリゼーション（それ
を支え持つ官と個の肥大化）は、コモンズ（制
度・組織とその対象たる天然資源の双方）を
大きく減退させ、その趨勢は抗しがたいほど
の強靭さを有する。それらがもたらすインパ
クトには、コモンズに対応可能なものもあれ
ば、そうでないものもある。とりわけ問題に
なるのは後者である。 

（3）グローバリゼーションの進む現代にあ
って、コモンズの領域を健全に保つには、二
つの戦略が模索しうる。ひとつは、（A）「グ
ローバル化に対抗する」戦略、他方は（B）

「グローバル化に対応する」戦略である。前
者は伝統的な地縁に基づく共同性の回復・再
生を促進していくものであり、後者は地縁を
越えた協業関係を促進・強化していくもので
ある。 

（4）これら両戦略に共通して重要なことと
して、 

①コモンズをめぐる複数のアクターが共通
の目標を設定すること 

②その目標の達成を実現させるような制度
（組織）を構築すること 

③それをいかにうまく機能させるかが大き
な課題となることが判明した。 

（5）本研究ではさらに、強い外部インパク
トがコモンズを衰弱・解体に追いやるケース
がある場合（たとえば、巨大公共事業やディ
ベロッパーによる大規模乱開発）には、コモ
ンズが外部インパクトに対し対抗する（C）
抵抗戦略を講ずる必要性があることを示唆
した。本研究では、そのような戦略を支える
レジティマシーについても議論を深め、コモ
ンズ存立の正当性として、自然環境自体の持
つ公共性と外部性を挙げるに至った。 

（6）環境資源管理戦略として（A）（B）を
止揚・統合した協治戦略と（C）抵抗戦略と
の補完戦略を機能させる可能性を一つの結
論として得た一方、同戦略論の理論的・実証
的検証が今後の残された課題となった。 
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